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令和２年５月教育委員会定例会議事日程 

新潟市教育委員会 

日 時 令和２年５月２９日（金） 午後３時３０分 開会 

場 所 新潟市役所ふるまち庁舎４階 教育会議室１ 

日 程 第１ 会議録署名委員の指名 

第２ 付議事件 

議案第１２号 令和２年６月議会定例会の議案について 

（１）令和２年度新潟市一般会計補正予算について･･･････････１

（２）新潟市芸術創造村・国際青少年センター条例の 

一部改正について･･･････････････････････････････････２

（３）新潟市公民館条例の一部改正について･･･････････････１３

（４）新潟市奨学金条例等の一部改正について･････････････２０

（５）新潟市教育長等の給与の特例に関する 

   条例の制定について･･･････････････････････････････２６

（６）新潟市職員及び教育職員の管理職手当の特例に関する 

   条例の制定について･･･････････････････････････････２８

第３ 報告 

・令和２年５月議会臨時会の議案について･････････････････････････１

・障がい者活躍推進計画について･････････････････････････････････３

・令和３年度使用教科用図書に関する資料の 

 作成について（諮問）･･･････････････････････････････････････１３

・平成３１年度 体罰及び不適切な言動等に係る実態把握の 

 概要について･･･････････････････････････････････････････････１６

・新潟市教科用図書審議委員の委嘱について･････････････････当日配布

第４ 次回日程 

 ６月定例会 令和 ２年 ６月２６日（金）午後３時３０分 

 ７月定例会 令和 ２年 ７月２８日（火）午後３時３０分 

第５ 閉会 
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議案第１２号 

令和２年６月議会定例会の議案について 

令和２年６月議会定例会の議案について市長より意見を求められたため，その意見について議

決を求める。 

  令和２年５月２９日提出 

新潟市教育委員会 

教育長 前田 秀子 

（１）令和２年度新潟市一般会計補正予算について

【保健給食課】 

１ 新型コロナ緊急対策事業 

(1) 事業概要 

一斉臨時休業措置に伴い、令和２年３月分給食食材のキャンセル等によって生じた違約金

等（損失等）について、食材業者等に対し補償を行うもの。 

(2) 一般会計予算補正額 

歳出の部                      ３６，０００千円 

新型コロナ緊急対策事業 

歳入の部                      ３６，０００千円 

学校臨時休業対策費補助金           ２７，０００千円 

地方創生臨時交付金               ９，０００千円 

市議会に提案前のため，非公開での実施を予定しております。

議会開催（６月１１日）まで取扱いにご注意くださいますようお願いいたします。
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【教育総務課】 

２ 教育長の給与及び一般職の管理職手当 

(1) 事業概要 

新型コロナウイルス感染症の発生は，国内景気の急速な悪化など，地域経済に極めて深刻

な影響を与えており，民間賃金においてもベース改定の見送りや定期昇給の抑制，一時金の

削減などの動きにつながることが予想される。 

職員が一丸となって，その対策に取り組む姿勢を示すとともに，今度想定される当該感染

症にかかる対策費用の一部に充てることを目的として，教育長の給与及び一般職の管理職手

当を減額するもの。 

(2) 一般会計予算補正額 

歳出の部                      △２５，６５８千円 

教育長の給与                    △４０８千円 

一般職の管理職手当              △２５，２５０千円 

 事務局分                 △４，２６９千円 

 学校分                 △２０，９８１千円 

令和２年５月２９日
教育委員会定例会 追加資料



（２）新潟市芸術創造村・国際青少年センター条例の一部改正について

１ 提案理由 

本施設は，第 1種住居地域に位置しており 3,000 ㎡以上の事務所等は建築できないこととな

っている。そこで，これまでは下記のとおり階層別に用途を分けることで，事務所等となる用

途面積を制限内に収めるとともに，管理運営を容易にしてきた。 

一方で，施設のうち用途上学校扱いとなる部分は，利用対象者が青少年とその引率者等に限

定されていることから，青少年健全育成に資する内容であっても成人のみでは利用ができない

ほか，宿泊利用のない日の夜間区分（17：30～21：30）や，学校・青少年団体の課外活動が少

なくなる冬場の貸館利用がなかなか進まないなどの課題がある。 

また，地域住民から青少年対象施設を成人のみで利用したいとの意見もあることから，法の

制限である 3,000 ㎡を超えない範囲で，音楽室・調理室・多目的スペース・談話室を事務所等

の用途に変更し，青少年利用がない場合は成人のみでも利用できるよう所定の改正を行う。  

２ 提案内容 

青少年対象施設である音楽室，調理室，談話室，多目的スペースを，青少年やその引率者等

以外が利用できるように変更し，それに伴う使用料を設定する。 

３ 施行期日  

   令和３年４月１日 （次期指定管理者指定開始日） 

  なお，準備行為として，条例施行前であっても，利用申請や許可等については改正後の規定

の例により行うことができるものとする。 

４ その他 

  本改正にかかる施設については，青少年の利用を優先させるため，新潟市長から委任を受け

た新潟市芸術創造村・国際青少年センターの管理に関する規則を改正し，成人のみでの利用申

請受付期間に関する規定を別途設ける予定である。 
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〈参考〉 

現行 法の制限 

利用対象者 対象施設 施設の用途 用途上の取り扱い 面積（㎡）

青少年 

・一般 

校舎棟１・２階 

体育館棟２階 

研修所（成人） 

・工房・集会所 
事務所等 2019.9 <3,000 ㎡ 

飲食店 飲食店 265.0 <500 ㎡ 

青少年のみ 
校舎棟３・４階 

体育館棟１階 

研修所（児童） 
学校 3873.2

研修所（児童・寄宿舎）

↓ 

変更案 法の制限 

利用対象者 対象施設 施設の用途 用途上の取り扱い 面積（㎡）

青少年 

・一般 

校舎棟１・２階 

校舎棟３・４階音楽室・

調理室・談話室・多目的

スペース 

体育館棟２階 

研修所（成人） 

・工房・集会所 
事務所等 2951.2 <3,000 ㎡ 

飲食店 飲食店 311.9 <500 ㎡ 

青少年のみ 

校舎棟３・４階研修室 

・指導員室 

体育館棟 １階 

研修所（児童） 
学校 2937.0

研修所（児童・寄宿舎）
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議案第  号

新潟市芸術創造村・国際青少年センター条例の一部改正について 

 新潟市芸術創造村・国際青少年センター条例の一部を改正する条例を次のように制定す

るものとする。

  令和２年６月  日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市芸術創造村・国際青少年センター条例の一部を改正する条例 

 新潟市芸術創造村・国際青少年センター条例（平成２９年新潟市条例第２４号）の一部

を次のように改正する。

 第３条中第７号及び第８号を削り，第９号を第７号とし，第１０号から第１２号までを

２号ずつ繰り上げ，第１３号の前に次の２号を加える。

 （１１） 研修室

 （１２） 指導員室

 第７条第２項中「第３条第７号」を「第３条第１１号」に改める。 

別表のうち１の表に次のように加える。

音楽室 １回につき 午前 ２，０００

午後 ２，６００

夜間 ２，６００

調理室 １回につき 午前 １，６００

午後 ２，１００

夜間 ２，１００

談話室１ １回につき 午前 １，２００

談話室２ 午後 １，６００

夜間 １，６００
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多目的スペース１

多目的スペース２

１回につき 午前 １，５００

午後 ２，０００

夜間 ２，０００

 別表のうち２の表研修室の項及び指導員室の項を削り，同表中

「

多目的スペース１

多目的スペース２

１回につき 午前 ８００

午後 １，１００

夜間 １，１００

」

を

「

多目的スペース１

多目的スペース２

１回につき 午前 ８００

午後 １，１００

夜間 １，１００

研修室 １人につき １日 １，０００

指導員室 １人につき １日 １，０００

」

に改める。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は，令和３年４月１日から施行する。ただし，次項の規定は，公布の日から

施行する。

 （準備行為）

２ この条例の施行の日以後に改正後の第７条第２項各号に掲げるもの以外のものに係る

音楽室，調理室，談話室及び多目的スペースの次に掲げる行為については，この条例の
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施行前においても，改正後の新潟市芸術創造村・国際青少年センター条例の規定の例に

より行うことができる。

 （１） 指定管理者が行う利用の許可及び許可の取消し

 （２） 利用者が行う利用の取止めの申出

 （３） 市長が行う使用料の徴収及び還付

 （４） 指定管理者が行う使用料の納付期日の決定及び免除

 （５） 前各号に関し必要な手続

 （６） 前各号に定めるもののほか，利用に関し必要な行為
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新潟市芸術創造村・国際青少年センター条例(平成29年条例第24号)新旧対照表 

改正後（案） 現行 備考 

（施設） （施設） 

第３条 センターに，次に掲げる施設を置く。 第３条 センターに，次に掲げる施設を置く。 

(１) ～（６） （略） (１) ～（６） （略） 

(削除) (７) 研修室 施設の機

能別に並

べ替え 

(削除) (８) 指導員室 

(７) 音楽室 (９) 音楽室 

(８) 調理室 (10) 調理室 

(９) 談話室 (11) 談話室 

(10) 多目的スペース (12) 多目的スペース 

(11) 研修室 (追加) 

(12) 指導員室 (追加) 

(13) ～（17） （略） (13) ～（17） （略） 

（研修室等の利用） （研修室等の利用） 

第７条 （略） 第７条 （略） 一部施設

の利用対

象者制限

を解除 

２ 第３条第11号から第14号までに掲げる施設を利用することができ

るものは，次のとおりとする。 

２ 第３条第７号から第14号までに掲げる施設を利用することができ

るものは，次のとおりとする。 

(１) ～（４） （略） (１) ～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 

別表（第11条関係） 別表（第11条関係） 

１ 第７条第２項各号に該当するもの以外のものが利用する場合 １ 第７条第２項各号に該当するもの以外のものが利用する場合 

施設名 単位 区分 使用料の額（円） 施設名 単位 区分 使用料の額（円）

(略) (略) 

工房・ギャラリ １回につき 午前 2,000 工房・ギャラリー・ １回につき 午前 2,000

付
議
　
7



ー・休憩室１ 

工房・ギャラリ

ー・休憩室２ 

午後 2,700 休憩室１ 

工房・ギャラリー・

休憩室２ 

午後 2,700

夜間 2,700 夜間 2,700

１日 10,100 １日 10,100

音楽室 １回につき 午前 2,000 追加 

午後 2,600

夜間 2,600

調理室 １回につき 午前 1,600

午後 2,100

夜間 2,100

談話室１ 

談話室２ 

１回につき 午前 1,200

午後 1,600

夜間 1,600

多目的スペース１

多目的スペース２

１回につき 午前 1,500

午後 2,000

夜間 2,000

２ 第７条第２項各号に該当するものが利用する場合 ２ 第７条第２項各号に該当するものが利用する場合 

施設名 単位 区分 使用料の額（円） 施設名 単位 区分 使用料の額（円）

(略) (略) 

(削除) 研修室 １人につき １日 1,000

(削除) 指導員室 １人につき １日 1,000

音楽室 １回につき 午前 600 音楽室 １回につき 午前 600 第3条の改

正に合わ

せて順序

を入れ替

午後 800 午後 800

夜間 800 夜間 800

調理室 １回につき 午前 600 調理室 １回につき 午前 600

付
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午後 800 午後 800 え 

夜間 800 夜間 800

談話室１ 

談話室２ 

１回につき 午前 400 談話室１ 

談話室２ 

１回につき 午前 400

午後 600 午後 600

夜間 600 夜間 600

多目的スペース１ 

多目的スペース２ 

１回につき 午前 800 多目的スペース１ 

多目的スペース２ 

１回につき 午前 800

午後 1,100 午後 1,100

夜間 1,100 夜間 1,100

研修室 １人につき １日 1,000 (追加) 

指導員室 １人につき １日 1,000 (追加) 

(略) (略) 
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【外構図】 

施設名 概要

野外炊事場 釜場16台、洗い場・作業台、飲食スペース

駐車場 既存の駐車場（約20台分）に加え、大型バス4台分及び普通乗用車18台分整備

青少年研修機能 

創作活動機能 

複合機能 

工事範囲外 

■凡例 機能 

施設名 概要

工房・ギャラリー・

休憩室1・2 

滞在アーティストの制作・展示スペース。可動式間仕切りにより空間を仕切るこ

とが可能。併設する休憩室には、ベッド、ミニキッチン、トイレ、シャワールー

ムを備える。 

ラウンジ 
青少年が研修する際の大食堂、滞在アーティストとスタッフとのミーティング、

来訪者との交流スペースなどを想定。地域開放する。 

厨房 主に青少年が研修する際の食事（ケータリング）を温めるため使用。 

施設名 概要

クリエイティブスタジオ 音楽や映像等を用いた創造活動やセミナー等、多目的なスタジオスペース

クリエイティブルーム
図画など絵具、インク等を用いる造作活動の利用に適する。木工や金工等の創作

活動の利用を想定（作業台を設置）

コミュニティスペース 地域及び施設利用者の交流の場、憩いの場とする。地域開放する。

水と土の

文化ギャラリー
水と土の芸術祭の作品展示や活動紹介などを行うスペース。

ワークショップルームワークショップやレクチャーなどを行うスペース

和室・茶室
茶道等日本文化を学べる和室スペース。主に国際青少年センターでの国際交流プ

ログラムでの利用を想定

【校舎棟１階】 

【校舎棟２階】 

水と土の文化ギャラリー

授乳室 

2

倉庫

倉庫

別　紙
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【校舎棟３階】

【校舎棟４階】

施設名 概要

研修室 青少年の研修室。2段ベッド×4台×8室×2階＝128床 

指導員室 青少年の指導員室。1部屋8畳。 

多目的スペース 集会場所等スペース（朝の会や班長会議、その他活動） 

談話室 21畳和室。余暇時間等で過ごせるスペース。 

調理室（3階） 青少年の研修や自主事業等開催（料理教室、悪天候の場合の屋内で調理） 

音楽室（4階） 青少年の研修や自主事業等開催（ダンス教室、吹奏楽部合宿等） 

【体育館棟１階】

【体育館棟２階】

施設名 概要

体育館 青少年を対象とした運動場及び研修場としての利用を想定

軽運動場 体育館中2階にあり、軽運動場としての利用を想定

浴室・脱衣所 研修室利用者用の浴室 

3付議　12
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（３）新潟市公民館条例の一部改正について

１ 提案理由 

潟東ゆう学館は，浴室や機能訓練室を備えた「福祉棟」と，市民会館，図書館及び公民館で

構成する「学び棟」からなる複合施設。 

施設の所管は西蒲区地域総務課だが，施設内で勤務する潟東地区公民館職員が区の併任を受

け，公民館業務だけでなく，入浴施設も含めた施設全体の管理を行っている。 

浴室の衛生管理や利用者の入浴中の事故対応など，専門的な知識を持たない一般職員が，公

民館業務の傍ら入浴施設の管理を行っていることから，この度，施設を所管する西蒲区地域総

務課と協議を行い，施設を適正かつ効率的に管理運営していくために，指定管理者制度を導入

することとした。 

  今回，西蒲区地域総務課は，建物全体の維持管理及び入浴施設の運営を指定管理者に委任す

ることを目的に「新潟市潟東ゆう学館条例」の一部改正を，中央公民館は公民館業務のうち，

窓口業務を指定管理者に委任することを目的に，「新潟市公民館条例」の一部改正を行う。 

＜指定管理者制度導入の範囲と条例改正＞ 

区分 内容 
指定管理者 

制度の導入 
条例改正（条例名称） 

福祉棟 福祉棟の運営 〇 あり（ゆう学館条例） 

学び棟 

公民館の運営（利用受付）※1 〇 あり（公民館条例） 

公民館の運営（利用受付以外） － － 

図書館の運営 － － 

市民会館の運営 機能廃止 あり（ゆう学館条例）※2 

共通 施設の管理 〇 あり（ゆう学館条例） 

 ※1利用受付の内容は，申請書類の受付・鍵の受け渡し・使用料の徴収など。 

※2ゆう学館条例では，指定管理制度導入のほか，市民会館機能廃止の改正を行う。 

２ 提案内容 

指定管理者制度に関する規定の条文（第１１条から第１５条）を加え，現行の第１１条を第

１６条に繰り下げる。 

３ 施行期日  

   令和３年４月１日 
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議案第  号

新潟市公民館条例の一部改正について 

 新潟市公民館条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和２年６月  日提出

新潟市長 中原 八一  

新潟市公民館条例の一部を改正する条例 

新潟市公民館条例（昭和３４年新潟市条例第４４号）の一部を次のように改正する。

 第１１条を第１６条とし，第１０条の次に次の５条を加える。

 （指定管理者による管理）

第１１条 教育委員会は，公民館の設置の目的を効果的に達成するため，地方自治法（昭

 和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により，法人その他団体であって，

 教育委員会が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に潟東地区公民館の管理を

行わせる。

 （指定管理者の指定の手続）

第１２条 潟東地区公民館の指定管理者の指定を受けようとするものは，事業計画書その

 他教育委員会規則で定める書類を添えて教育委員会に申請しなければならない。

２ 教育委員会は，前項の規定により申請をしたもののうち，提出された事業計画書等に

 より，次に掲げる基準に最も適合していると認めるものを，潟東地区公民館の指定管理

者として指定するものとする。

（１） 潟東地区公民館の平等利用が確保されること。

（２） 潟東地区公民館の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の縮減が図られる

ものであること。

 （３） 事業計画に沿った管理を安定して行う能力を有していること。

３ 教育委員会は，前２項の規定にかかわらず，前項の基準に適合するものとして教育委

員会があらかじめ選考した一の団体（以下「被選考者」という。）から提出させた事業
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計画書その他教育委員会規則で定める書類を審査し，被選考者が潟東地区公民館の設置

目的を効果的に達成することができると認めるときは，被選考者を指定管理者として指

定することができる。

 （指定管理者の業務の範囲）

第１３条 指定管理者が行う業務の範囲は，次のとおりとする。

 （１） 潟東地区公民館の施設の利用に関する業務（利用許可業務を除く。）

 （２） 潟東地区公民館の施設及び設備の維持管理に関する業務

 （３） その他潟東地区公民館の管理上，教育委員会が必要と認める業務

 （秘密を守る義務）

第１４条 指定管理者の役員及び職員は，業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

その職を退いた後も同様とする。

 （個人情報の取扱い）

第１５条 指定管理者は，個人に関する情報（以下「個人情報」という。）の漏えいの防

 止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

２ 指定管理者の役員及び職員は，業務上知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ，又

は不当な目的に使用してはならない。その職を退いた後も同様とする。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は，令和３年４月１日から施行する。ただし，次項の規定は，公布の日から

 施行する。

 （準備行為）

２ 潟東地区公民館の指定管理者の指定及びこれに関し必要な手続その他の行為は，この

条例の施行前においても，改正後の新潟市公民館条例の規定の例により行うことができ

る。
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新潟市公民館条例(昭和34年条例第44号)新旧対照表 

改正後（案） 現行 備考 

（指定管理者による管理） 

第11条 教育委員会は，公民館の設置の目的を効果的に達成するため，

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の2第3項の規定により，

法人その他団体であって，教育委員会が指定するもの（以下「指定

管理者」という。）に潟東地区公民館の管理を行わせる。 

（追加） 

（指定管理者の指定の手続） 

第12条 潟東地区公民館の指定管理者の指定を受けようとするもの

は，事業計画書その他教育委員会規則で定める書類を添えて教育委

員会に申請しなければならない。 

２ 教育委員会は，前項の規定により申請をしたもののうち，提出さ

れた事業計画書等により，次に掲げる基準に最も適合していると認

めるものを，潟東地区公民館の指定管理者として指定するものとす

る。 

（１） 潟東地区公民館の平等利用が確保されること。 

（２） 潟東地区公民館の効用を最大限に発揮するとともに管理経

費の縮減が図られるものであること。 

 （３） 事業計画に沿った管理を安定して行う能力を有しているこ

と。 

３ 教育委員会は，前２項の規定にかかわらず，前項の基準に適合す

るものとして教育委員会があらかじめ選考した一の団体（以下「被

選考者」という。）から提出させた事業計画書その他教育委員会規

（追加） 
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則で定める書類を審査し，被選考者が潟東地区公民館の設置目的を

効果的に達成することができると認めるときは，被選考者を指定管

理者として指定することができる。 

（指定管理者の業務の範囲） 

第13条 指定管理者が行う業務の範囲は，次のとおりとする。 

（１） 潟東地区公民館の施設の利用に関する業務（利用許可業務

を除く。） 

（２） 潟東地区公民館の施設及び設備の維持管理に関する業務 

（３） その他潟東地区公民館の管理上，教育委員会が必要と認め

る業務 

（追加） 

（秘密を守る義務） 

第14条 指定管理者の役員及び職員は，業務上知り得た秘密を他に漏

らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（追加） 

（個人情報の取扱い） 

第15条 指定管理者は，個人に関する情報（以下「個人情報」という。）

の漏えいの防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置

を講じなければならない。 

２ 指定管理者の役員及び職員は，業務上知り得た個人情報をみだり

に他人に知らせ，又は不当な目的に使用してはならない。その職を

退いた後も同様とする。 

（追加） 

（教育委員会への委任） （教育委員会への委任） 

第16条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行について必要

な事項は，教育委員会が規則で定める。 

第11条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行について必要

な事項は，教育委員会が規則で定める。 

条の移動 
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＜参考資料＞「潟東ゆう学館」指定管理者制度の導入                                         2020.04.15 西蒲区地域総務課

1. 現状 

設置目的 

市民が集い、学び、憩う拠点として、健康福祉の増進と生涯学習の振興を図ることを目的に、浴室や機

能訓練室などを備えた「福祉棟」と市民会館・図書館・公民館で構成する「学び棟」からなる複合施設 

施設概要 

・所在地：新潟市西蒲区三方 10 

・構造規模：RC 造 2階建・延床面積 1893.88 ㎡・敷地面積：5895.96 ㎡ 

・開館時間：入浴施設     9:00～19:00 

介護予防     9:00～17:00 

公民館・市民会館 9:00～21:30 

図書館       10:00～19:00（土日は 17:00） 

・休館日：月曜日、年末年始（12月 29 日～1月 3日）のほか図書館は別途規定 

施設構成 

棟 施設 機能 施設運営 施設管理 

福祉棟 

大広間 

健康福祉増進 西蒲区地域総務課 

西蒲区地域

総務課 

浴室 

和室（松・竹） 

機能訓練室 

デイホーム 

相談室 

学び棟 

視聴覚室兼会議室 
公民館 

市民会館 

教育委員会（潟東地区公民館） 

西蒲区地域総務課（市民会館） 
研修室1・2 

和室研修室 

図書館 図書館 教育委員会（潟東図書館） 

共用 
事務室・受付 

共用部分 教育委員会・西蒲区地域総務課 
玄関ホール・ラウンジ 

使用料 

区分 施設 午前 午後 夜間 市外者 

福祉棟 

浴室 
60歳未満 1回 300円 

60 歳以上 1回 100円（別に定期券あり） 
1回 500 円 

和室（松・竹） 1室 1,500 円 1 室 2,500 円 

機能訓練室 3,500 円 3,500 円 

デイホーム 3,500 円 3,500 円 

学び棟 

公民館 

利用 

視聴覚室兼会議室 1,100 円 1,100 円 1,100 円 

研修室 1・2 1 室 300円 1 室 300円 1 室 300円 

和室研修室 300 円 300 円 300 円 

市民会館 

利用 

視聴覚室兼会議室 3,500 円 3,500 円 5,000 円 

研修室 1・2 1 室 1,000 円 1 室 1,000 円 1 室 1,500 円 

和室研修室 1,000 円 1,000 円 1,500 円 

2. 指定管理者制度の導入～管理運営の一部を指定管理化～

管理運営体制案 

・指定管理者：福祉棟、公民館利用受付、共用部分の運営と施設管理を行う。 

・教育委員会：公民館（利用受付以外）と図書館の運営を引き続き行う。 

・その他：潟東地域コミニティセンターと機能重複のため、学び棟の市民会館機能（貸館機能）を廃止する。 

制度導入に伴う変更事項 

項目 変更箇所 現状 変更後 根拠条例 改正 

施設運営 

福祉棟 健康福祉増進施設 西蒲区地域総務課 
指定管理者 

ゆう学館条例 
あり 

学び棟 

公民館（利用受付）※

教育委員会 
公民館条例 

公民館（利用受付以外） 
教育委員会 なし 

図書館（受付含） 図書館条例 

市民会館 西蒲区地域総務課 （廃止） ゆう学館条例 あり 

共用 

玄関ホール・ラウンジ 

西蒲区地域総務課 

教育委員会で共用 

指定管理者 
― ― 

受付 

事務室（指定管理者） 

事務室（教育委員会） 教育委員会 

施設管理 共通 施設全体の管理 西蒲区地域総務課 指定管理者 ゆう学館条例 あり 

開館時間 学び棟 市民会館 9:00～21:30 （廃止） ゆう学館条例 あり 

使用料 学び棟 市民会館 使用料あり （廃止） ゆう学館条例 あり 

スケジュール 

令和 2年 6月 議会（条例改正案上程） 

7 月 第 1回評価会議（公募内容等） 

8 月 募集開始（広報、現地説明会、質疑応答） 

9 月 応募〆切 

10 月 第 2回評価会議（業者選定） 

12 月 議会（指定議決上程） 

令和 3年  4 月 協定締結、指定管理者による管理運営開始 

※利用受付の内容 

・申請書類の受付 

・鍵の受け渡し 

・使用料の徴収 など 
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（４）新潟市奨学金条例，新潟市社会人奨学金条例及び新潟市入学準備金貸付条例の

一部改正について

１ 提案理由 

  日本学生支援機構は令和２年４月１日から遅延損害金の割合を年５パーセントから年３パー

セントに引き下げることとした。 

新潟市奨学金制度等は同機構の奨学金制度を参考として制度設計し，遅延損害金の割合につ

いても同機構に合わせてきたことから，新潟市奨学金条例等の遅延損害金の割合を年５パーセ

ントから年３パーセントに引き下げ改める。 

２ 提案内容 

遅延損害金の割合を「年５パーセント」から「年３パーセント」に改め，令和２年４月１日

以後の期間の遅延損害金に適用する。 

３ 施行期日  

公布の日（令和２年４月１日から適用） 
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議案第  号

新潟市奨学金条例等の一部改正について 

 新潟市奨学金条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和２年６月  日提出

新潟市長 中原 八一  

新潟市奨学金条例等の一部を改正する条例 

 （新潟市奨学金条例の一部改正）

第１条 新潟市奨学金条例（平成１９年新潟市条例第１０号）の一部を次のように改正す

る。

  第１６条第１項中「５パーセント」を「３パーセント」に改める。

 （新潟市社会人奨学金条例の一部改正）

第２条 新潟市社会人奨学金条例（平成２０年新潟市条例第８号）の一部を次のように改

正する。

  第１６条第１項中「５パーセント」を「３パーセント」に改める。

 （新潟市入学準備金貸付条例の一部改正）

第３条 新潟市入学準備金貸付条例（平成２３年新潟市条例第５号）の一部を次のように

改正する。

  第１３条第１項中「５パーセント」を「３パーセント」に改める。

   附 則

 （施行期日等）

１ この条例は，公布の日から施行し，第１条の規定による改正後の新潟市奨学金条例（

以下「改正後の奨学金条例」という。）第１６条第１項の規定，第２条の規定による改

正後の新潟市社会人奨学金条例（以下「改正後の社会人奨学金条例」という。）第１６

条第１項の規定及び第３条の規定による改正後の新潟市入学準備金貸付条例（以下「改

正後の入学準備金貸付条例」という。）第１３条第１項の規定は，令和２年４月１日か
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ら適用する。 

（経過措置）

２ 改正後の奨学金条例第１６条第１項の規定，改正後の社会人奨学金条例第１６条第１

項の規定及び改正後の入学準備金貸付条例第１３条第１項の規定は，令和２年４月１日

以後の期間に対応する遅延損害金の額の計算について適用し，同日前の期間に対応する

遅延損害金の額の計算については，なお従前の例による。
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第１条 新潟市奨学金条例（平成１９年新潟市条例第１０号）新旧対照表

改正後（案） 現行 備考

第１条～第１５条 （略） 第１条～第１５条（略）

（遅延損害金） （遅延損害金） 

第１６条 奨学金の貸付けを受けた者が奨学金を返還すべき日まで

に返還しなかったときは，当該返還すべき日の翌日から返還の日ま

での期間の日数に応じて，返還すべき金額に年３パーセントの割合

を乗じて得た金額（その金額に１００円未満の端数があるときは，

その端数を切り捨てた金額）に相当する遅延損害金を徴収する。た

だし，遅延損害金の金額が１,０００円未満であるときは，この限
りでない。

第１６条 奨学金の貸付けを受けた者が奨学金を返還すべき日まで

に返還しなかったときは，当該返還すべき日の翌日から返還の日ま

での期間の日数に応じて，返還すべき金額に年５パーセントの割合

を乗じて得た金額（その金額に１００円未満の端数があるときは，

その端数を切り捨てた金額）に相当する遅延損害金を徴収する。た

だし，遅延損害金の金額が１,０００円未満であるときは，この限
りでない。

２・３ （略） ２・３ （略）

第１７条～第１８条 （略） 第１７条～第１８条 （略）
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第２条 新潟市社会人奨学金条例（平成２０年新潟市条例第８号）新旧対照表

改正後（案） 現行 備考

第１条～第１５条（略） 第１条～第１５条（略）

（遅延損害金） （遅延損害金）

第１６条 社会人奨学金の貸付けを受けた者が社会人奨学金を返還

すべき日までに返還しなかったときは，当該返還すべき日の翌日か

ら返還の日までの期間の日数に応じて，返還すべき金額に年３パー

セントの割合を乗じて得た金額（その金額に１００円未満の端数が

あるときは，その端数を切り捨てた金額）に相当する遅延損害金を

徴収する。ただし，遅延損害金の金額が１,０００円未満であると
きは，この限りでない。

第１６条 社会人奨学金の貸付けを受けた者が社会人奨学金を返還

すべき日までに返還しなかったときは，当該返還すべき日の翌日か

ら返還の日までの期間の日数に応じて，返還すべき金額に年５パー

セントの割合を乗じて得た金額（その金額に１００円未満の端数が

あるときは，その端数を切り捨てた金額）に相当する遅延損害金を

徴収する。ただし，遅延損害金の金額が１,０００円未満であると
きは，この限りでない。

２・３ （略） ２・３ （略）

第１７条（略） 第１７条（略）
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第３条 新潟市入学準備金貸付条例（平成２３年新潟市条例第５号）新旧対照表

改正後（案） 現行 備考

第１条～第１２条 （略） 第１条～第１２条 （略）

（遅延損害金） （遅延損害金）

第１３条 市長は，借受者が入学準備金を返還すべき日までに返還

しなかったときは，当該返還すべき日の翌日から入学準備金を返

還した日までの期間の日数に応じて，返還すべき入学準備金の金

額に年３パーセントの割合を乗じて得た金額（その金額に１００

円未満の端数があるときは，その端数を切り捨てた金額）に相当

する遅延損害金を徴収するものとする。ただし，遅延損害金の金

額が１，０００円未満であるときは，この限りでない。

第１３条 市長は，借受者が入学準備金を返還すべき日までに返還

しなかったときは，当該返還すべき日の翌日から入学準備金を返

還した日までの期間の日数に応じて，返還すべき入学準備金の金

額に年５パーセントの割合を乗じて得た金額（その金額に１００

円未満の端数があるときは，その端数を切り捨てた金額）に相当

する遅延損害金を徴収するものとする。ただし，遅延損害金の金

額が１，０００円未満であるときは，この限りでない。

２・３ （略） ２・３ （略）

第１４条 （略） 第１４条 （略）
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（５）新潟市教育長等の給与の特例に関する条例の制定について

１ 提案理由 

  新型コロナウイルス感染症の発生は，国内景気の急速な悪化など，地域経済に極めて深刻な

影響を与えており，民間賃金においてもベース改定の見送りや定期昇給の抑制，一時金の削減

などの動きにつながることが予想される。 

本市としても，職員が一丸となって，その対策に取り組む姿勢を示すとともに，今後想定さ

れる当該感染症に係る対策費用の一部に充てることを目的として，教育長，常勤の監査委員及

び水道事業管理者の俸給月額を減額するため制定する。 

２ 提案内容 

教育長，常勤の監査委員及び水道事業管理者の俸給月額を令和２年８月１日から同年１２月

３１日までの間，１００分の１０に相当する額を減じて支給する。 

３ 施行期日  

令和２年８月１日 
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議案第  号

新潟市教育長等の給与の特例に関する条例の制定について 

 新潟市教育長等の職員の給与の特例に関する条例を次のように制定するものとする。

  令和２年６月  日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市教育長等の給与の特例に関する条例 

 （趣旨）

第１条 この条例は，令和２年８月１日から令和２年１２月３１日までの間（以下「特例

期間」という。）における教育長，常勤の監査委員及び水道事業管理者（以下「教育長

等」という。）の給与の支給額を減額するため，新潟市教育長の給与に関する条例（平

成２６年新潟市条例第７５号。以下「教育長給与条例」という。），新潟市常勤の監査

委員の給与に関する条例（昭和３５年新潟市条例第２５号。以下「常勤監査委員給与条

例」という。）及び新潟市水道事業管理者の給与に関する条例（昭和４１年新潟市条例

第６４号。以下「水道管理者給与条例」という。）の特例を定めるものとする。

（俸給月額の特例）

第２条 特例期間における教育長等に対する俸給月額の支給に当たっては，教育長給与条

例第３条，常勤監査委員給与条例第３条及び水道管理者給与条例第３条に規定する当該

俸給月額から，当該俸給月額にそれぞれ１００分の１０を乗じて得た額（その額に１円

未満の端数を生じたときは，これを切り捨てた額）に相当する額を減ずる。

   附 則

 この条例は，令和２年８月１日から施行する。
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（６）新潟市職員及び教育職員の管理職手当の特例に関する条例の制定について

１ 提案理由 

  新型コロナウイルス感染症の発生は，国内景気の急速な悪化など，地域経済に極めて深刻な

影響を与えており，民間賃金においてもベース改定の見送りや定期昇給の抑制，一時金の削減

などの動きにつながることが予想される。 

本市としても，職員が一丸となって，その対策に取り組む姿勢を示すとともに，今後想定さ

れる当該感染症に係る対策費用の一部に充てることを目的として，管理職手当を減額するため

制定する。 

２ 提案内容 

管理職手当について，令和２年８月１日から令和２年１２月３１日までの間，管理職手当を

支給されている者に対して１００分の２０に相当する額を減じて支給する。 

３ 施行期日  

令和２年８月１日 

（参 考） 

  ○ 減額後の支給額は次のとおり。 

   管理職手当影響額（減額前後） 

【減 額 前】 

月 額 

（令和 2年 4月実績）

【減 額 後】 

月 額 

（実績ベース予測）

月額差額 

【影 響 額】 

５か月分 

（R2.8～R2.12）

管理職手当

金額 
47,027,105 円 37,621,684 円 ▲9,405,421 円 ▲47,027,105 円

対象者人数 ７７７人 ７７７人 ― ― 
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議案第  号

新潟市職員及び教育職員の管理職手当の特例に関する条例の制定について 

 新潟市職員及び教育職員の管理職手当の特例に関する条例を次のように制定するものと

する。

  令和２年６月  日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市職員及び教育職員の管理職手当の特例に関する条例 

 （趣旨）

第１条 この条例は，令和２年８月１日から令和２年１２月３１日までの間（以下「特例

期間」という。）における職員等（職員及び教育職員をいい，医師その他規則で定める

職員を除く。以下同じ。）の管理職手当の支給額を減額するため，新潟市給与条例（昭

和３２年新潟市条例第６０号）及び新潟市教育職員給与条例（昭和３４年新潟市条例第

１７号）の特例を定めるものとする。

（管理職手当の支給の特例）

第２条 特例期間における新潟市給与条例第２１条第１項（新潟市教育職員給与条例第１

９条の規定により準用する場合を含む。）の規定により管理職手当を支給される職員等

に対する管理職手当の支給に当たっては，新潟市給与条例第２１条第２項（新潟市教育

職員給与条例第１９条の規定により準用する場合を含む。）の規定にかかわらず，新潟

市給与条例第２１条第２項の規定により定められる額から，当該額に１００分の２０を

乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じたときは，これを切り捨てた額）を減ず

る。

   附 則

 この条例は，令和２年８月１日から施行する。
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令和２年５月
報告資料

○令和２年５月議会臨時会　一般会計補正予算について（教育委員会分）

事業費 特定財源（国） 一般財源

（内訳）
89,000 47,000 42,000

小中高
特

84,000 42,000 42,000

幼 5,000 5,000 0

61,421 61,421

当初
＋
補正

94,143 94,143

項目
補正額　単位：千円

感染症対策

・マスク，消毒液，非接触型体温計，除菌のため
のゴム手袋及びペーパータオルなどの保健衛生用
品の購入

・令和５年度達成としていた，義務教育段階の
「１人１台端末」の整備を前倒し

台数　約６１，０００台
　　　（小学校１年生～中学校３年生まで）

金額　５年（６０か月）リースのうち，
　　　今年度分として３か月分

○学校園における感染症対策

子どもたちの「学びの保障」

○ICT環境の整備

令和2年5月1

（参考）
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新潟市教育委員会 

障がい者活躍推進計画（案） 

令和２年４月 
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「害」の表記については、法令等の名称及び法令等で定められている用語などで漢字

表記が使用されている場合、または機関、団体等の固有名詞が漢字表記となっている場

合を除き、原則として平仮名で記載しています。
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新潟市教育委員会障がい者活躍推進計画 

Ⅰ 策定にあたって  

新潟市教育委員会障がい者活躍推進計画（以下「本計画」という。）は、令和元年６

月に改正された障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇用促進法」、なら

びに厚生労働大臣が作成する指針に即して、「障害者である職員の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関する計画」（以下、「障害者活躍推進計画」）として策定する

ものです。 

 障がい当事者の視点に立つとともに、新潟市障がいのある人もない人も共に生きるま

ちづくり条例に掲げる「全ての市民が障がいの多様性を認識し、障がいや障がいのある

人に対する理解を深めるとともに、話合いにより相互の立場を理解すること」との基本

理念を踏まえ、障がいのある職員を含む全ての職員が働きやすい職場づくりに向けて、

しっかりと取り組んでいきます。 

令和２年４月１日 

新潟市教育委員会 

１ 策定主体                                    

本計画の策定にあたっては、障害者活躍推進計画の策定主体が任命権者ごとと定めら

れていることから、教育委員会が策定しますが、これに基づく取り組みは、市長部局と

連携しながら実施します。 

２ 計画期間                                    

本計画の期間は、令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの５年間とします。 

なお、計画期間内においても、毎年度、取り組み状況等を確認・検証し、必要に応じ

て計画の見直しを行います。 

３ 計画の周知および公表                              

  本計画は、庁内掲示板への掲載等により、全ての職員に対して周知するとともに、市

のホームページにも掲載するなど、適切な方法で公表します。 
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Ⅱ 教育委員会における障がい者雇用等の状況 

１ 障がい者雇用率の状況                              

 障害者雇用促進法では、地方公共団体の責務として、「自ら率先して障害者を雇用する

（中略）ように努めなければならない」とされ、障がい者の雇用の場の確保に向けて、民

間企業等よりも高い法定雇用率が設定されています。 

 教育委員会における、令和元年６月１日現在の障がい者雇用率は以下のとおりです。 

法定雇用率 
障がい者雇用率の 

算定基礎となる職員数 
障がい者の数 実雇用率 

２．４％ ４，２６０人 ９７．５人 ２．２９％ 

２ 職員アンケート結果                               

障がい当事者の目線に立った、働きやすい職場づくりを進めるため、障がいのある職員

を対象にアンケートを実施しました。 

 ① アンケート名 

   「職場等の満足度に関するアンケート調査」 

 ② 対象者 

   身体障がい、精神障がいまたは知的障がいを有する職員 合計７５名 

 ③ 実施期間 

   令和２年３月２３日から同月２７日までの間 

 ④ 回収状況 

   対象者に調査票を配布し、４０名から回答（回収率５３．３％） 
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⑤ アンケート内容 

 【問１】現在働いていることについての全体評価について 

【問２】現在の仕事内容について 

【問３】現在の業務量について 

【問４】物理的な作業環境（休憩スペース、導線の確保など）について 

【問５】相談体制等の職場環境（遠慮なく相談できる環境、相談方法の周知、定期面談

の実施など）について 

22人 10人 7人 1人

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満

21人 1人 10人 3人 5人

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満

16人 8人 7人 7人 2人

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満

18人 8人 10人 3人 1人

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満

21人 2人 8人 9人

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満
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【問６】勤務する上での障がいへの配慮（障がい特性に合った業務分担・業務指示、通

院への配慮、勤務時間の調整など）について 

【アンケートにおける改善を求めた主な意見】 

・定期的な面談を行って欲しい。 

・学校現場、施設のバリアフリー化を進めて頂きたいと思う。階段に昇降機があるとあり

がたい。 

・定年退職後も働く場所があると大変ありがたい。今の配慮に感謝している。働く場所が

あり、やりがいを感じる 

Ⅲ 障がい者の活躍推進に向けた取組 

１ 推進体制の整備                                 

（１）基本的な考え方 

  障がい者の活躍推進に向けた取組を持続的・継続的に進めていくためには、推進体

制をしっかりと整備し、計画策定から取組の推進・見直しについて、ＰＤＣＡサイク

ルを確立する必要があります。 

   また、障がいのある職員や職場の管理監督者等が相談できる体制を整えるととも

に、すべての職員の障がい理解を深めていくことが重要です。 

（２）取組内容 

①推進体制の整備 

ア 「障がい者雇用推進者」の選任 

教育総務課長及び学校人事課長を「障がい者雇用推進者」として選任し、取組を

推進します。 

21人 5人 11人 1人 2人

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満
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②職員アンケートの実施等 

  ア 職員アンケート等の実施 

 障がい者の活躍推進に向けた取組等について、障がいのある職員に対するアンケ

ート等を実施し、意見を取組へ反映します。 

イ 障がい者の活躍推進に関する検討チームの設置 

 教育委員会内に関係課長等で構成する障がい者活躍推進検討チームを設置し、取

組状況、課題を検証します。 

③相談先の確保等 

  ア 「差別相談専門窓口」及び「庁内相談窓口」の配置 

 障がいのある人に対する差別の解消を効果的に推進するため、市の障がい福祉課

や障がい者機関相談支援センターを設置しており、障がいのある人またはその家

族、支援者、事業者からの相談を受け付けています。 

    また、庁内にも障がいのある職員本人や、職場で支援にあたる管理監督者等が相

談できる窓口を教育委員会内に設置します。相談者の意向等を踏まえ、必要に応じ

て、産業医とも連携を図ります。 

   ＜庁内相談窓口＞ 

  イ 国等の機関における相談窓口の活用 

新潟県労働局に設置されている「職場適応支援者」による相談窓口等について

も、職員に周知し活用を促進します。 

④障がい理解の促進 

  ア 職員研修所における研修の受講 

職員研修所において実施される研修を受講し、不利益な取り扱いの禁止や合理的

配慮の必要性をはじめとした障がい理解の促進に向けた講座を設定し、職員の理解

の深化を図ります。 

所属先 相談窓口 

事務局職員 教育総務課 

学校職員 学校人事課 
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２ 職務の選定・マッチング等                             

 （１） 基本的な考え方 

 障がいのある職員の活躍を推進していくためには、職員一人ひとりの障がい特性や能

力、希望等を十分把握し、総合的に検討して業務との適切なマッチングを図っていくこ

とが重要です。 

 （２） 取組内容 

  ア 採用前面談の実施 

採用試験申込時に、仕事の際に必要な配慮や通勤が可能な勤務地等を確認するな

ど、障がい者一人ひとりの障がい特性や能力、希望等を踏まえ、適した業務等を確

認します。 

３ 職場環境の整備                                 

（１） 基本的な考え方 

 障がいのある職員が安心して働ける環境を整え、能力・意欲を最大限発揮していくた

めには、施設や就労支援機器等の整備のほか、管理監督者による障がい特性等の把握を

通じた合理的配慮の提供を行う必要があります。 

（２） 取組内容 

  ア 施設の整備 

障がい特性に配慮し、多目的トイレ、スロープ、エレベーター、休憩室等の施設

を整備します。 

  イ 就労支援機器等の整備 

 音声読み上げソフトや画面拡大ソフト等の就労支援機器や、リーディングアシス

タント等の補助者の配置など、障がい特性を踏まえた体制整備を推進します。 

  ウ 管理監督者との面談の実施 

人事評価や自己申告書提出時または本人の希望があった際における、所属の管理

監督者による面談等を通じて、障がい者一人ひとりの障がい特性や能力、希望等を

把握し、働きやすい職場環境の整備に向けて、合理的配慮の提供を行います。 
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４ 職員の採用・育成等                                

（１） 基本的な考え方 

職員の採用等を行うにあたっては、厚生労働省が示している「障害者差別禁止指針」

及び「合理的配慮指針」等を十分に踏まえて対応します。 

  また、採用した後も、ＯＪＴや各種研修への参加などを通じて、計画的にキャリア形

成を図っていくことが重要です。 

（２） 取組内容 

①障がい者採用の取組 

  ア 募集案内時の対応 

市のホームページに職員採用に関する募集案内等を掲載する際には、ウェブアク

セシビリティの確保を図り、障がい者が必要な情報を得られるよう対応します。 

  イ 採用選考時の対応 

拡大印刷や点字、筆談による対応のほか、面接時に就労支援機関の職員等の同席

を可能とするなど、採用選考の実施にあたり、必要な配慮を行います。 

ウ 配慮事項を考慮した職員配置 

    通勤手段や勤務場所等について、採用時に配慮事項を確認し、それらを考慮した

職員配置を行います。 

エ 採用時オリエンエテーションの実施 

    採用時に行うオリエンテーションで、必要に応じて保健師との面談や、教育委員

会で働く具体的なイメージを持つことができるよう先輩職員による業務説明の機会

を設けます。 

②キャリア形成に向けた取組 

  ア 研修を通じた能力向上 

 職員研修所の研修等を通じて、実務能力や専門性の向上を図ります。 

  イ 研修受講にあたっての配慮 

視覚障がい者に対して資料を点字化したり、聴覚障がい者に対して手話通訳士が

同席するなど、研修受講にあたり必要な配慮を行います。 
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③多様で柔軟な働き方の推進 

  ア 年次休暇の取得促進 

 ワーク・ライフ・バランスの実現等を図るため、年次休暇等の取得を促進しま

す。 

④人事配置等における配慮 

  ア 障がい特性等を踏まえた人事配置 

 所属の管理監督者による人事評価や人事評価とあわせた面談等を通じて、障がい

者一人ひとりの障がい特性や能力、希望等を把握するとともに、人事異動にあたっ

ては、合理的配慮に基づく、業務との適切なマッチング等を図ります。 

Ⅳ 数値目標 

（１）採用に関する目標 

項目 現状 目標（期限） 

障がい者雇用率 
２．２９％ 

（令和元年６月１日） 

２．５％ 

（令和７年３月３１日） 
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令和２年６月４日

新潟市教科用図書審議委員長 様

新 潟 市 教 育 委 員 会

教育長 前田 秀子

２０２１年度使用教科用図書に関する資料の作成について（諮問）

 このことについて，下記のとおり諮問いたしますので，調査審議の上，答申賜

りますようお願いいたします。

記

１ 諮問事項

２０２１年度使用教科用図書に関する資料の作成について

２ 諮問理由

２０２１年度使用教科書の採択について，市立中学校，中等教育学校前期課

程は全教科の採択，及び一般図書（特別支援学校・学級用）採択の適正な実施

を図るため，教育委員会が採択する際に参考となる資料の作成について諮問し

ます。

採択基準について 

下記ア，イに基づき，新潟市や学校の実態及び児童生徒の心身や学力の実

態による教育的必要性を的確にとらえ，最も適していると判断される教科用

図書を採択する。

ア 中学校，中等教育学校前期課程において２０２１年度に使用する教科

用図書については，「中学校用教科書目録（２０２１年度）」に登載され

ている教科用図書のうちから採択する。採択に当たっては，次の点に配

慮して綿密な調査研究を行う。 

① 新学習指導要領の目標や内容等を十分に踏まえること。

②  新潟市における学校教育の重点を各教科にわたって明確にとらえ

ること。

③  県教育委員会が提供する「教科用図書研究資料」を基に，内容の選

択，扱い方，程度，表現等の観点から比較研究を行い，各教科書の特

徴が明瞭になるような調査研究一覧表を作成すること。

イ 特別支援学校・学級において使用する一般図書は，毎年度異なる図書

を採択することができる。その際，県教育委員会が提供する「研究資料」

を活用し，十分に調査研究を行い，教科の主たる教材としての内容を具

備した教育上適切であると判断されるものを採択する。
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新潟市教科用図書審議委員会設置要綱

新潟市教育委員会

（設 置）

第１条 新潟市教育委員会に，「新潟市教科用図書審議委員会」（以下「委員会」という。）

を設置する。

（任 務）

第２条 委員会は，教科用図書について調査研究を行なうとともに，教育委員会からの諮問

に応じ，答申するものとする。

（組 織）

第３条 委員会は，小学校長，中学校長，特別支援学校長，高志中等教育学校長，教科に造

詣の深い教員及び児童生徒の保護者代表を含む一般有識者からなる委員をもって組織し，

教育委員会が委嘱する。

２ 委員会内に教科用図書採択の年度に応じて，小学校教科用図書審議会，中学校教科用図

書審議会，特別支援教育教科用図書審議会，高志中等教育学校前期課程教科用図書審議

会を組織する。

（役 員）

第４条 委員会に次の役員を置く。

① 委員長    １人

② 副委員長   １人

③ 審議会代表  小学校教科用図書審議会，中学校教科用図書審議会，特別支援教育

教科用図書審議会，高志中等教育学校前期課程教科用図書審議会 

各１人 

２ 委員長は，委員会を招集し会議をつかさどる。

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その職務を

代行する。

４ 審議会代表は，審議会を招集し会議をつかさどる。

５ 委員長，副委員長は委員の互選によって決める。

６ 審議会代表は，委員長が委嘱する。

（研究調査）

第５条 委員会に教科用図書の専門的事項を調査研究させるため，調査部を設置し，必要数

の調査員を置く。

２ 調査員は，小学校，中学校，特別支援学校，高志中等教育学校の校長及び教員の中から
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選ぶものとし，委員会の推薦に基づき教育委員会が委嘱する。

３ 特別支援教育教科用図書調査員については，必要に応じて保護者の代表を加えることが

できる。

（委員等の任期）

第６条 委員等の任期は，当該年度末までとする。ただし，再任は妨げない。

（事務局）

第７条 この委員会の庶務に関する事項は，学校支援課において行なう。

附 則 

この要綱は平成１３年５月１４日から施行する。

  附 則

この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。

  附 則

この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。

 附 則

この要綱は，平成２１年４月１日から施行する。 

 附 則

（施行期日）

１ この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。

（要綱の廃止）

２ 「新潟市立高志中等教育学校前期課程平成２４年度使用教科用図書選定委員会設置要

綱」は廃止する。

 附 則

この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。 
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平成 31 年度 体罰及び不適切な言動等に係る実態把握の概要

学校人事課

１ 調査対象者 

  新潟市立小学校，中学校，特別支援学校，高等学校，中等教育学校の児童生徒，保護者及び

教職員全員

２ 調査期間 

  平成 31 年度（平成 31 年 4月 1日～令和２年 3月 31 日）

３ 事実関係の把握と判断 

  「体罰等を受けた」「体罰等を見た」「体罰等を行った」と記載され，学校が体罰等の可能性

があると報告した事案については，教育委員会が管理職から聞き取り調査を行い，事実関係を

把握した上で判断をした。

  なお，体罰等とは，「体罰」又は「不適切な言動及びいじめへの加担等」をいう。

４ 調査結果の概要 

                     ※（ ）内の数字は，平成 30 年度調査結果。

５ 教育委員会に報告された事案への対応について 

  「体罰」又は「不適切な言動及びいじめへの加担等」に当たると判断した事案（上記４の①

②）については，教育委員会が当該職員に対して処分を行った（４件中１件が懲戒処分，３件

が訓戒処分）。

「体罰」又は「不適切な言動及びいじめへの加担等」に当たらないと判断した４件（上記４

の③④）については，指導や対応に適切さを欠いているため，管理職が当該職員へ指導を行っ

た。

６ 体罰等の防止に向けた今後の取り組みについて 

  体罰等の未然防止に向けて研修資料を活用し，教職員に対する研修の充実を図る。

  いかなる理由があろうとも体罰等は許されない非違行為であることを指導徹底する。また，

体罰等の未然防止及び適切な対応に努めるとともに，学校体制の強化を進め，体罰等を許さな

い，見逃さない教職員の意識向上を図る。

（3）（0） （0）（0）（3） 0 0 0（0）

小学校 中学校
特別支援
学校

高等学校

(1) (0) (0) (1)

(1) (5) (0)

(2) (1) （1） （0）0

中等教育
学校

計

教育委員会への報告数 5 (7) 3 (6) 0 (1) 0 (1) 0 (0) 8 (15)

校種

0 1(0) (0)
内

訳

①体罰の数 2 1 0

③体罰ではないが適切
　さに欠ける指導の数

(0)

0 1

（0）0

1

（4）

（6）

④不適切な言動及びいじめ
　への加担等ではないが適
　切さに欠ける対応の数

2 1 0 0 0 3 (2)

3

②不適切な言動及びい
　じめへの加担等の数

0 1 0 0
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